
「特定多国籍企業グループに係る最終親会社等届出事項兼最終親会社等届出

事項・国別報告事項・事業概況報告事項の提供義務者が複数ある場合における

代表提供者に係る事項等の提供」の記載例 

 
 
【記載例１】  

特定多国籍企業グループＸの最終親会社等（内国法人）が、最終親会社等届

出事項及び事業概況報告事項を代表して提供する場合 

 
（前提条件） 
・内国法人である国税商事㈱は、Ｘの最終親会社等である。 
・内国法人である国税産業㈱、国税貿易㈱及び国税建設㈱は、国税商事㈱の 

連結子会社であり、Ｘの構成会社等である。 

・国税商事㈱は、これらの法人を代表して最終親会社等届出事項及び事業概 

 況報告事項を提供するために、平成 29 年３月 31 日に、「特定多国籍企業 

グループに係る最終親会社等届出事項」及び「最終親会社等届出事項・事 

業概況報告事項の提供義務者が複数ある場合における代表提供者に係る事 

項等の提供」を e-Tax により提供する。 

 
【記載例２】 

 特定多国籍企業グループＹの最終親会社等が外国法人で、その構成会社等で

ある内国法人が最終親会社等届出事項及び事業概況報告事項を代表して提供す

る場合 

 
（前提条件） 
・米国に所在する Kokuzei Corporation は、特定多国籍企業グループＹの最  

終親会社等である。 
・国税ジャパン㈱、国税トレード㈱は、Kokuzei Corporation の連結子会社で

あり、Ｙの構成会社等である。 
・米国に所在する Kokuzei Inc.の東京支店並びに英国に所在する Kokuzei Ltd. 

の東京支店及び大阪支店は、Ｙの構成会社等である。 
・国税ジャパン㈱は、これらの法人を代表して最終親会社等届出事項及び事 

 業概況報告事項を提供するために、平成 29年 12 月 31 日に、「特定多国籍 

 企業グループに係る最終親会社等届出事項」及び「最終親会社等届出事項・ 

 事業概況報告事項の提供義務者が複数ある場合における代表提供者に係る 

事項等の提供」を e-Taxにより提供する。 



【記載例１】 
特 定 多 国 籍 企 業 グ ル ー プ に 係 る 最 終 親 会 社 等 届 出 事 項 

兼最終親会社等届出事項・国別報告事項・事業概況報告事項の 

提供義務者が複数ある場合における代表提供者に係る事項等の提供 

 

 

（ 初葉） 

平成 29年３月 31日 

○○税務署長殿

□

外

国

法

人

☑

内

国

法

人

納 税 地 
〒○○－○○ ○○県○○市○○町○－○

電話（○○）○○－○○

本 店 又 は 主 た る 

事 務 所 の 所 在 地 
〒 

同 上 

（ フ リ ガ ナ ） コクゼイショウジカブシキカイシャ

法 人 名 国 税 商 事 株 式 会 社 

法 人 番 号 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

（ フ リ ガ ナ ） コクゼイ タロウ

代 表 者 氏 名 国 税 太 郎 

提

供

内

容

次のとおり 

☑① 

☑② 

□③ 

☑④ 

特定多国籍企業グループに係る最終親会社等届出事項 

最終親会社等届出事項の提供義務者が複数ある場合における代表提供者に係る事項等  

国別報告事項の提供義務者が複数ある場合における代表提供者に係る事項等

事業概況報告事項の提供義務者が複数ある場合における代表提供者に係る事項等  

（□修正） 

（□修正） 

（□修正） 

（□修正） 

を提供します。 

提 供 対 象 の 最 終 親 会 計 年 度 自 平成 28 年 ４月 １日  至 平成 29 年 ３月 31 日 

最

終

親

会

社

等

届

出

事

項

国 別 報 告 事 項 の 

提 供 者 の 属 性 
☑最終親会社等 □代理親会社等 □その他

最

終

親

会

社

等

（ フ リ ガ ナ ） コクゼイショウジカブシキカイシャ

名 称 国 税 商 事 株 式 会 社 

納 税 地 ○○県○○市○○町○－○

本店又は主たる事務所の所在地 同 上 （所在国：日本 ） 

法 人 番 号 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

代 表 者 氏 名 国 税 太 郎 

代

理

親

会

社

等

（ フ リ ガ ナ ） 

名 称 

納 税 地 

本店又は主たる事務所の所在地 （所在国：   ） 

法 人 番 号 

代 表 者 氏 名 

場

合

に

お

け

る

代

表

提

供

者

提

供

義

務

者

が

複

数

あ

る

（ フ リ ガ ナ ） コクゼイショウジカブシキカイシャ

名 称 国 税 商 事 株 式 会 社 

納 税 地 ○○県○○市○○町○－○

本店又は主たる事務所の所在地 同 上 （所在国：日本 ） 

法 人 番 号 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

代 表 者 氏 名 国 税 太 郎 

税 理 士 署 名 

28.06改正 



【記載例１】 
特 定 多 国 籍 企 業 グ ル ー プ に 係 る 最 終 親 会 社 等 届 出 事 項 

兼最終親会社等届出事項・国別報告事項・事業概況報告事項の 

提供義務者が複数ある場合における代表提供者に係る事項等の提供 （ 次 葉 ） 

場

合

に

お

け

る

代

表

提

供

者

提

供

義

務

者

が

複

数

あ

る

国

別

報

告

事

項

の

（ フ リ ガ ナ ） 

名 称 

納 税 地 

本店又は主たる事務所の所在地 （所在国：  ） 

法 人 番 号 

代 表 者 氏 名 

場

合

に

お

け

る
代

表

提

供
者

提

供

義

務

者

が

複

数

あ

る

事

業

概

況

報

告

事

項

の

（ フ リ ガ ナ ） コクゼイショウジカブシキカイシャ

名 称 国 税 商 事 株 式 会 社 

納 税 地 ○○県○○市○○町○－○

本店又は主たる事務所の所在地 同 上 （所在国：日本 ） 

法 人 番 号 
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

代 表 者 氏 名 国 税 太 郎 



【記載例１】

☑

□

☑

内
国
法
人

外
国
法
人

1 ○ 国税産業株式会社
△△県△△市
△△町△－△

国税次郎 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

2 ○ 国税貿易株式会社
××県××市
××町×－×

国税三郎 × × × × × × × × × × × × ×

3 ○ 国税建設株式会社
□□県□□市
□□町□－□

国税四郎 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

法人区分

最終親会社等届出事項・国別報告事項・事業概況報告事項の提供義務者が
複数ある場合における代表提供者に係る事項等の提供（付表）

法人名
本店又は主たる
事務所の所在地

代表者氏名 法人番号

恒久的施設を
通じて行う
事業に係る

主たる事務所等
の所在地

の提供義務者が複数ある場合における代表提供者以外の内国法人及び恒久的施設を有する
外国法人は次のとおりです。

提
供
内
容

最終親会社等届出事項

国 別 報 告 事 項

事 業 概 況 報 告 事 項

28.06改正 



【記載例２】 
 

 

 

特 定 多 国 籍 企 業 グ ル ー プ に 係 る 最 終 親 会 社 等 届 出 事 項 

兼最終親会社等届出事項・国別報告事項・事業概況報告事項の 

提供義務者が複数ある場合における代表提供者に係る事項等の提供 

 

 

（ 初葉） 

 

 

 

 

平成 29 年 12月 31日 

 

 

 

 

○○税務署長殿 

 
□
 
 

外

国

法

人 

 

☑ 
 

内

国

法

人 

納 税 地 
〒○○－○○ ○○県○○市○○町○－○ 

電話（○○）○○－○○ 

本 店 又 は 主 た る 

事 務 所 の 所 在 地 
〒   

   同 上 

（ フ リ ガ ナ ）  コクゼイジャパンカブシキカイシャ 

法 人 名  国税ジャパン株式会社 

法 人 番 号 
 

             

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

（ フ リ ガ ナ ）  コクゼイ タロウ 

代 表 者 氏 名  国 税 太 郎   

提

供

内

容 

次のとおり 

☑① 

☑② 

□③ 

☑④ 

特定多国籍企業グループに係る最終親会社等届出事項 

最終親会社等届出事項の提供義務者が複数ある場合における代表提供者に係る事項等 

国別報告事項の提供義務者が複数ある場合における代表提供者に係る事項等

事業概況報告事項の提供義務者が複数ある場合における代表提供者に係る事項等  

（□修正） 

（□修正） 

（□修正） 

（□修正） 

を提供します。 

提 供 対 象 の 最 終 親 会 計 年 度 自 平成 29 年 １月 １日  至 平成 29 年 12 月 31 日 

最

終

親

会

社

等

届

出

事

項 

国 別 報 告 事 項 の 

提 供 者 の 属 性 
□最終親会社等   □代理親会社等   □その他 

最

終

親

会

社

等 

（ フ リ ガ ナ ） コクゼイ コーポレーション 

名 称  Kokuzei Corporation 

納 税 地   

本店又は主たる事務所の所在地  ○○ ○○ ○○ （所在国：米国 ） 

法 人 番 号 

 

             

             

代 表 者 氏 名  Tom Kokuzei 

代

理

親

会

社

等 

（ フ リ ガ ナ ）  

名 称  

納 税 地  

本店又は主たる事務所の所在地  （所在国：     ） 

法 人 番 号 
 

             

             

代 表 者 氏 名  

場
合

に

お
け

る

代
表

提
供

者 

提

供

義

務

者

が

複

数

あ

る 

（ フ リ ガ ナ ）  コクゼイジャパンカブシキカイシャ 

名 称  国税ジャパン株式会社 

納 税 地  ○○県○○市○○町○－○ 

本店又は主たる事務所の所在地  同 上 （所在国：日本 ） 

法 人 番 号 
 

             

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

代 表 者 氏 名  国 税 太 郎 

 

税 理 士 署 名      

 

 
28.06改正 

最終親会社等又は代理親会社等が外国

法人で、当該外国法人が国別報告事項

に相当する情報を外国税務当局に提供

する場合は入力不要です。 



【記載例２】 

 

 

特 定 多 国 籍 企 業 グ ル ー プ に 係 る 最 終 親 会 社 等 届 出 事 項 

兼最終親会社等届出事項・国別報告事項・事業概況報告事項の 

提供義務者が複数ある場合における代表提供者に係る事項等の提供 

 

 

（ 次 葉 ） 

場

合

に

お

け

る

代

表

提

供

者 

提

供

義

務

者

が

複

数

あ

る 

国

別

報

告

事

項

の 

（ フ リ ガ ナ ）  

名 称  

納 税 地  

本店又は主たる事務所の所在地  （所在国：     ） 

法 人 番 号 
 

             

             

代 表 者 氏 名  

場

合

に

お

け

る
代

表

提

供
者 

提

供

義

務

者

が

複

数

あ

る 

事

業

概

況

報

告

事

項

の 

（ フ リ ガ ナ ）  コクゼイジャパンカブシキカイシャ 

名 称  国税ジャパン株式会社 

納 税 地  ○○県○○市○○町○－○ 

本店又は主たる事務所の所在地  同 上 （所在国：日本 ） 

法 人 番 号 
 

             

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

代 表 者 氏 名  国 税 太 郎 

 



【記載例２】

☑

□

☑

内
国
法
人

外
国
法
人

1 ○
国税トレード株式
会社

××県××市
××町×－×

国税次郎 × × × × × × × × × × × × ×

2 ○
Kokuzei Inc.
東京支店

△△　△△　USA
東京都○○区
○○町○－○

国税三郎 △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △ △

3 ○
Kokuzei Ltd.
東京支店

××　××　UK
東京都××区
××町×－×

国税四郎 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □

4 ○
Kokuzei　Ltd.
大阪支店

××　××　UK
大阪府□□市
□□区□□町□－
□

国税五郎 □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □ □

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

法人区分

最終親会社等届出事項・国別報告事項・事業概況報告事項の提供義務者が
複数ある場合における代表提供者に係る事項等の提供（付表）

法人名
本店又は主たる
事務所の所在地

代表者氏名 法人番号

恒久的施設を
通じて行う
事業に係る

主たる事務所等
の所在地

の提供義務者が複数ある場合における代表提供者以外の内国法人及び恒久的施設を有する
外国法人は次のとおりです。

提
供
内
容

最終親会社等届出事項

国 別 報 告 事 項

事 業 概 況 報 告 事 項

28.06改正 

一の外国法人について、恒久的施設を通じて行う事業に係る

事務所等が日本に複数ある場合（当該事例の場合はKokuzei 

Ltd.の東京支店と大阪支店が存在）には、主たる事務所等につ

いて記載してください。 

 

※ 「主たる事務所等」が東京支店である場合の記載例です。 
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